
　

歳
出
は
、
義
務
的
経
費
で
あ

る
人
件
費
が
６
９
０
０
万
円

（
24
年
度
比
３
・
４
㌫
）
の
減
。

物
件
費
は
五
城
保
育
園
の
業
務

移
管
に
伴
う
運
営
委
託
、
五
十

崎
小
校
舎
耐
震
改
修
設
計
委
託

な
ど
に
よ
り
1
億
９
０
０
０
万

円（
同
16
・
３
㌫
）
増
加
。
普

通
建
設
事
業
費
は
五
城
保
育

園
建
設
補
助
、
子
育
て
支
援
セ

ン
タ
ー
建
設
、
伝
統
工
芸
等
振

興
拠
点
施
設
整
備
な
ど
に
よ
り

３
億
１
０
０
０
万
円（
同
47
・

６
㌫
）
の
増
。
公
債
費
は
地
方

債
残
高
が
減
少
し
て
い
る
た
め

８
６
０
０
万
円（
同
５
・
８
㌫
）

の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

詳
し
く
は
、
内
子
町
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ（「
分
か
り
や
す
い
予
算

書
を
作
成
し
ま
し
た
」）
を
ご

覧
く
だ
さ
い
。

　

h
ttp
://w

w
w
.tow

n
.

uchiko.ehim
e.jp/

【
問
い
合
わ
せ
】

総
務
課
政
策
調
整
班　

財
政
係

☎
０
８
９
３（
４
４
）６
１
５
１

25年度 24年度 増減率
一般会計 9,200,000 9,000,000 2.2
特別会計 5,462,823 5,377,109 1.6
住宅新築資金等貸付事業 0 1,673 ▲ 100.0
小田高校寄宿舎 10,399 7,087 46.7
国民健康保険事業 2,406,674 2,453,065 ▲ 1.9
後期高齢者医療保険事業 213,586 214,862 ▲ 0.6
介護保険事業 2,298,000 2,240,000 2.6
介護保険サービス事業 17,100 17,900 ▲   4.5
簡易水道事業 218,122 175,695 24.1
公共下水道事業 298,942 266,827 12.0

平成25年度会計別予算額　　　　　　　　　　 （千円・％）       

■性質別分類の歳出額 歳 出 歳 入

県支出金
831,565千円
（＋ 25.8％）

その他152,632千円
（▲ 14.2％）

扶助費
684,125千円
（▲ 18.8％）

普通建設事業費
961,952千円
（＋ 47.6％）

物件費
1,353,221千円

（＋ 16.3％）

繰出金
944,623千円
（▲ 19.3％）

補助費など
1,723,467千円

（＋ 18.2％）

公債費
1,411,142千円
　　（▲ 5.8％）

人件費
1,968,838千円

（▲ 3.4％）

町税
1,382,338千円

（＋ 1.1％）

地方譲与税他
365,320千円（▲ 6.4％）

町債
846,500千円
（＋ 27.6％）

国庫支出金
427,395千円

（▲ 5.8％）

繰入金他
 346,882千円

（▲ 4.7％）

（　）は前年度比

繰越金
200,000千円

（0.0％）

地方交付税

 4,800,000千円（▲ 2.0％）

平成25年度当初予算

　

25
年
度
当
初
予
算
が
３
月
議
会
定
例
会
で
可
決
さ

れ
ま
し
た
。
一
般
会
計
予
算
は
92
億
円
で
、
24
年
度

に
比
べ
て
２
億
円（
２
・
２
㌫
）増
加
し
て
い
ま
す
。

　

総
合
計
画
後
期
基
本
計
画
に
基
づ
き「
地
場
産
業

の
経
済
力
向
上
」「
安
全
・
安
心
の
ま
ち
づ
く
り
」「
小

規
模
高
齢
化
集
落
の
交
通
手
段
確
保
」の
実
現
を
目

指
し
、
選
択
と
集
中
に
よ
り
施
策
を
展
開
し
ま
す
。

一般会計の当初予算額の推移

90億円

90億
6,000万円

89億
6,000万円

95億
5,000万円

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

地域防災マニュアル作成委託 2,000
御祓分団詰所建築工事 8,494
防災士養成研修費 330
がけ崩れ防災事業補助（町単） 6,000

防災関係　　　　　　　　　　　　　 （千円）

ビジターセンター管理運営費 6,918
伝統工芸等振興拠点施設整備費 11,382
商店街活性化支援事業補助 3,636
石畳の宿浴室等改修工事 3,105

観光振興　　　　　　　　　　　　　 （千円）

五城保育園運営委託 64,592
五城保育園建設補助 228,927
子育て支援センター建築工事 50,106
五十崎小校舎耐震改修設計委託 13,010
小田小・中学校校舎、体育館
解体工事設計委託 7,140

子育て・教育　　　　　　　　　　　 （千円）

小規模・高齢化集落調査 425
デマンドバス運行費 10,607

小規模・高齢化集落対策　　　　　　 （千円）

総合計画策定委託 2,905
その他　　　　　　　　　　　　　　 （千円）

当初予算に計上した主な事業

［歳　入］
自主財源　　町が自主的に集められるお金
依存財源　　国や県から交付されるお金や町債
町税　　　　町に納める税金（町民税、固定資産税など）
繰入金　　　基金などから一般会計に繰り入れるお金
地方交付税　全ての市町村が一定の行政サービスを行
　　　　　　えるように国が交付するお金
国庫支出金　町が行う事業に対して国が交付するお金
県支出金　　町が行う事業に対して県が交付するお金
町債　　　　借入金のうち長期にわたり返済するもの
地方譲与税　国税として集め、全部または一部が市町
　　　　　　村に譲与されるお金

［歳　出］
性質別分類　経済的性質を基準とした分類。義務的経
　　　　　　費・投資的経費・その他に分けられます
義務的経費　町の運営のために必ず支払わなければな
　　　　　　らないお金
投資的経費　施設や道路整備など、生活基盤を整える
　　　　　　ために使うお金
扶助費　　　社会保障制度の一環として、現金や物品
　　　　　　などを支給する費用
公債費　　　借入金の返済にかかる費用
物件費　　　消耗品や業務委託料など
繰出金　　　一般会計から特別会計などへ繰り出すお金

語句の説明

25年度一般会計予算は

（前年度比２・２㌫増）

92億円

五
城
保
育
園
関
連
や
デ
マ
ン

ド
バ
ス
運
行
に
予
算
を
配
分

92億円

　

歳
入
は
、「
子
育
て
支
援
緊
急

対
策
事
業
補
助
金
」
な
ど
県
支
出

金
が
１
億
７
０
０
０
万
円
増
加

し
ま
し
た
。
し
か
し
地
方
交
付
税

な
ど
が
１
億
４
５
０
０
万
円
減

少
。
ま
た
歳
出
も
増
加
し
た
た
め
、

３
億
９
０
０
０
万
円
の
臨
時
財
政

対
策
債
を
起
債
し
、
歳
入
を
確
保

し
ま
し
た
。

　

歳
入
の
う
ち
、
自
主
財
源
は

19
億
円（
21
㌫
）、
依
存
財
源
は

73
億
円（
79
㌫
）で
す
。

県
支
出
金
の
増
額
や
臨
時
財

政
対
策
債
で
予
算
を
確
保

ま
ち
の
予
算

当
初
予
算
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内子町の行政改革

　　

内
子
町
は
17
年
度
か
ら
、
安

定
し
た
行
政
改
革
運
営
を
進
め

る
た
め
に
、
行
政
改
革
に
取
り

組
ん
で
い
ま
す
。「
内
子
町
行

政
改
革
第
２
期
計
画
に
基
づ
く

24
年
度
の
取
り
組
み
に
つ
い
て

３
月
25
日
、
内
子
町
行
政
改
革

推
進
委
員
会（
門
田
秀ひ

で
お夫

会
長
）

に
報
告
し
承
認
を
受
け
ま
し
た

の
で
、
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

第
２
期
計
画
の
取
り
組
み

状
況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

行政改革の
　進捗状況

事務事業の再編・整理、
外郭団体の見直し１

定員管理と給与の適正化２

経費や補助金などを徹底的に見直し、
財政の健全化を進めます。

民間委託などの推進３ 民間の創意工夫や競争原理を導入し、
効率的・効果的な行政サービスを提供します。

地域自治システムの確立４ 自治会の機能充実を図り、
魅力ある元気な地域づくりを推進します。

取り組み目標○　　結果→

取り組み目標○　　結果→

取り組み目標○　　結果→

○地方公営企業、地方公社の経営改善化を含む全般的な
事務事業の検証と、財団法人の「新公益法人制度」認
定に向けた取り組みを行う。

→土地開発公社の長期保有財産は、「うちこんかい定住
促進事業補助金」の拡充などにより早期処分を行いま
した。同公社は役割を終えたことから25年２月26日
に解散しました。

→（財）内子町国際交流協会は25年４月１日に公益法人
に移行しました。

→内山衛生事務組合は、事務組合を解散し、26年度から
内子町が管理運営を行う方向で検討しています。

職員数を適正化し、
質の高い職員を育成します。

取り組み目標○　　結果→

①新たな定員適正化計画により定員管理を推進する。
→ 27年4月の職員数227人の目標に対し、25年4月の
職員数が230人となっています。24年度末の早期退職
者が予想より多かったためです。数年後にも多くの退
職が見込まれるため適正な職員採用を継続します。

②職員給与の適正化と職員の能力開発に努める。
→職員給与の適正化は、人事院勧告などの考えに基づき
実施。臨時職員は経験年数などを考慮し待遇改善を図
りました。

→県と市町の連携による職員交流を図るとともに、さま
ざまな職員研修を開き、能力開発を行いました。

行政改革推進委員会の意見

内山衛生事務組合が解散し、内子町
運営となった場合、管理運営費や施
設の償還金などの負担が増えるので
はないか。

　管理運営費などの費用は増えると
試算しています。現在、施設や加入
市町の負担金の割合について検討し
ています。

町の回答

①事務事業を点検し、効果的な行政サービスを提供する。
→小田地区の大平・南山線に続き25年１月から五十崎地区
のデマンドバス運行に向けた協議を行っています。

②指定管理者制度の検証と新規施設の民間委託を行う。
→「内子町公の施設指定管理者選定委員会」で、指定期間　
満了７施設の運営状況の調査を実施し検証を行いました。

→ 24年度に内子町田舎生活体験宿泊施設「お山の学校なが
た」を新たに指定しました。

→五城保育園を25年４月１日から内子町社会福祉協議会へ
移管し、民営化に向けた取り組みを行いました。

①自治会・自治区業務の簡素化を図るとともに、特色ある自
治会づくりを推進する。

→自治会の抱える課題の調査結果をもとに、体制や事務の簡
素化に向けた協議を行います。

→五十崎・小田地区の自治会に、第２次地域づくり計画書策
定に向けた取り組みを依頼しました。

→地域づくり事業補助金に、コミュニティビジネス、広域連
携の内容を追加しました。また「伝統芸能後継者育成事業
補助金」を創設しました。

②小規模高齢化集落（限界集落）を含めた、元気な地域づく
りを推進する。

→「元気な集落づくり応援団マッチング事業」として、立石
自治会、池田自治会のイベントや環境整備事業に６社・30
人の応援団の協力を得ました。

→緊急雇用対策事業による空き家調査で、貸家・売家可能な
41件を確認し、空き家バンクの登録を進めています。

行政改革推進委員会の意見

保育園を社会福祉協議会に移管する
ことによるデメリットはないか。

　社会福祉協議会に移管した方が保
育時間の運用など弾力的な運営が図
られます。ただ運営が円滑になり自
立できるまでの期間は町職員が出向
して人材育成を行います。

町の回答

行政改革推進委員会の意見

　26年３月末には、小学校３校が廃
校となる。建物の取り壊しや未利用
地になると地域住民の寂しさは増す
と思う。廃校となる学校施設の活用
について考えてほしい。

　まずは地域の皆さんが地域づくり
計画作成などを通して考えてほしい
です。それに対して町も支援してい
きます。

町の回答

元気な集落づくり応援団マッチング事業の様子　→
看板設置などに６人の応援団（池田自治会）　　

行
政
改
革

行政改革推進委員会の意見

　現在、臨時職員は何人いるか。今
後どう考えるか。また、職員の給与
カットは、職員の士気低下につなが
らないか。

臨時職員の人数は約70名です。専
門性が必要ですが、不安定な雇用条
件が問題です。改善のため別の形態
での雇用ができないか模索していま
す。職員給与は、県内市町の動向を
見て検討しています。

町の回答
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